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 ストーカーから身を守ろう 

１ ストーカー行為とは 

男女を問わず、特定の者に対する好意の感情またはそれが満た 

されなかったことに対する怨恨の感情を持って、つきまとい等を反復してすることです。 

２ つきまとい等とは 

⑴  つきまとい・待ち伏せ・立ちふさがり・見張り・押し掛け・うろつき 

〇 尾行されてつきまとわれる 

〇 自宅や職場、学校、駅や店舗などよく利用する場所で待ち伏せられたり、立ち 

ふさがれたりする 

〇 自宅や職場、学校などへ押し掛けられたり、付近で見張られたり、正当な理由 

なく付近をうろつかれる 

⑵  監視していると思わせることを告げる 

    〇 帰宅直後に「お帰りなさい」などと電話される 

    〇 「お前をいつも監視しているぞ」などと監視していることを 

告げられる 

⑶ 面会・交際等義務のないことの要求  

  〇 拒否しているにも関わらず、面会や交際、復縁を求められる 

  〇 贈り物を届けられ、受け取るように求められる 

⑷ 著しく粗野又は乱暴な言動 

  〇 大声で「バカヤロー」などの粗野な言葉を浴びせられる 

  〇 家の前で大声を出されたり、車のクラクションをうるさく鳴  

らされる 

⑸ 無言電話、拒否された後の連続した電話・文書・FAX・電 

子メール・ＳＮＳメッセージ等 

〇 拒否しているにも関わらず、携帯電話や自宅、会社に何度も電話をかけられる 

    〇 拒否しているにも関わらず、何度も手紙や FAX、電子メール、SNS メッセージ 

を送信されたり、被害者が開設するブログ等に何度もコメント等を送られる 

⑹ 汚物など著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物の送付 

〇 汚物や動物の死体など、不快感や嫌悪感を与えるものを 

自宅や職場に送り付けられる 

    〇 自動車に糞尿等を付着させられる 

⑺ 名誉を害することを告げる 

  〇 名誉を傷つけるような内容を告げられたり、文書などを届けられる 

  〇 名誉を傷つけるような文章をインターネットに掲載される 
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⑻ 性的羞恥心を害することを告げる 

  〇 わいせつな写真などを送り付けられたり、インターネットに掲載される 

  〇 電話や手紙で卑猥な言葉を告げられて辱められる 

⑼ ＧＰＳ機器・紛失防止タグ等による位置情報の無承諾取得 

  〇 車両に無断で取り付けられた GPS 機器・紛失防止タグ等により、その機器の 

   位置情報を取得される 

〇 スマートフォンに無断でインストールされた位置情報アプリケーションを利用し 

て、その位置情報を取得される 

⑽ GPS 機器・紛失防止タグ等の取付け等 

  〇 車両に無断で GPS 機器・紛失防止タグ等を取り付けられる 

  〇 GPS 機器・紛失防止タグ等をひそかに取り付けた物を渡さ 

れる 

※ （１）～（４）及び（５）の連続メール送信については、身体の安全、住居等の平  

穏若しくは名誉が害され、又は行動の自由が著しく害される不安を覚えさせるよ 

うな方法により行われる場合に限る。 

 ３ 被害を未然に防ぐために 
 

〇 意思を示しましょう 

  イヤだと思うことを無理に受け入れず、イヤなものはイヤと 

はっきりと示しましょう。難しい場合は、一人で抱え込まず、警察 

や信頼できる周囲の人にできるだけ早く相談しましょう。 

〇 個人情報の管理 

   スマホの GPS 設定をオフにする、SNS やブログの更新を控える、郵便物を捨て 

る際はシュレッダーにかけるなど、安易に個人情報を相手に知られることのないよう 

に努めましょう。 

  裸等の性的な画像を撮らせない、送らないようにしましょう。 

〇 危険な場所の回避  

一人での行動を避け、人通りの多い道を選ぶことを心がけて、危険を感じた時  

は、防犯ブザーや携帯電話等で助けを求めましょう。 

  〇 自宅の防犯対策 

     戸締りを確実に行い、センサーライトや防犯カメラ等を活用しましょう。 

     部屋内が見えないようにカーテン等で遮蔽しましょう。 

訪問者は、インターホンやドアスコープ等で相手を確認してか 

ら対応を行い、身に覚えのない宅配物は、送り主を確認して受取 

を拒否しましょう。 

 

 

 



3 

 

 ４ 被害を拡大させないために 

〇 警察への相談 

   警察は、相手に対して警告や検挙等の対応をとることができます。 

また、あなたの身を守る方法を教えてくれます。できるだけ早く相談しましょう。 

（最寄りの警察署等に相談して下さい。相談窓口はＰ .13 に掲載しています） 

〇 避難 

     危険を感じることがあれば、相手が知らない場所や、一時保護施設等に避難す 

ることを考える必要があります。 

〇 相手からの連絡が続く場合  

「警察に通報する」などと、はっきりと拒否の意思を伝えた上で、応答せずに電  

話を切りましょう。 

着信拒否設定やメール、アカウントの拒否設定、電話番号・メールアドレスを変  

更しましょう。 

 ５ 被害に遭ったときの対処方法は 

〇 緊急時の対応 

緊急の場合は、110 番通報するか大声を出して周囲に助け 

を求めましょう。 

〇 相手から接触があった場合 

相手から連絡や接触等があった場合は、無視して警察に通報して下さい。 

その際は、状況・内容を記録しておきましょう。 

〇 中傷する内容のメールやビラ、インターネットの書込み等があれば、それらの画像 

を保存・プリントアウトするなどして、警察に相談しましょう。 

〇 スマートフォンに見知らぬアプリがインストールされていないか、持ち物や車など 

に GPS 機器等が取り付けられていないか定期的に確認しましょう。 

〇 周りに相談 

   信頼できる家族や友人に相談しましょう。 

周囲に言いにくければ、専門機関があなたをサポートします。 
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ストーカー事案の対応の流れ

（例：暴行、傷害、脅迫、
器物損壊、住居侵入等）

さらに違反行為があっ
た場合

ストーカー行為（「つきまとい等」を繰り返して行うこと）に該当

禁止命令等 書面警告

ストーカー行為罪 禁止命令等違反

検 挙

警察による援助

被害防止のため、

必要な援助を行いま

す。

〇警察施設の利用

〇住民基本台帳閲覧

制限の支援措置など

１年以下の拘禁刑

又は

100万円以下の罰金

命令に違反して

ストーカー行為を行った場合

２年以下の拘禁刑

又は

200万円以下の罰金

命令に違反したものの

ストーカー行為に至らない場合

６月以下の拘禁刑

又は

50万円以下の罰金

警察へ の相談等

ストーカーの被害に遭った ストーカー以外の被害に遭った

検挙・口頭指導

口頭指導

検 挙

警告の申出等 援助の申出禁止命令の申出等
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   ストーカー事案における警察での対応 
 

 

 

加害者の行為がストーカー規制法や他の刑罰法令（例：暴行、傷害、

脅迫、器物損壊、住居侵入等）に違反していれば、ストーカー行為罪による検挙または

他の刑罰法令による検挙や、禁止命令や書面警告、援助措置等を行うことができます。 

加害者の行為が明確な法令違反にいたらない場合でも、加害者に対して事情聴

取や指導等を行うことが出来ます。 

 

 

                 

 

  警察に対し、加害者を処罰してほしいと被害の届出をして下さい。 

  警察官があなたの被害状況を聞いて、被害届や供述調書を作成します。 

 

 

 

 

ストーカー規制法では、つきまとい等があった場合において、加害者

が更に反復してつきまとい等をするおそれがあると認めるときは、被害者からの申出等

により、行為者に禁止命令を行うことができます。 

禁止命令の有効期間は１年間で、延長可能な場合もあります。 

 禁止命令に違反した場合は、 

〇  禁止命令に違反してストーカー行為を行った場合は、 

              ２年以下の拘禁刑又は 200 万円以下の罰金 

〇  禁止命令に違反したものの、ストーカー行為に至らない場合は、 

６月以下の拘禁刑又は 50 万円以下の罰金 

が設けられています。 

 

 

 

 

 ストーカー規制法では、 

〇  つきまとい等の行為があること 

〇  かつ、更に反復してつきまとい等をするおそれがあると認めるとき 

は、被害者からの申出等により、行為者に対し、書面による警告をすることができます。 

禁止命令のように罰則は設けられていませんが、加害者に対して、自発的な行為の

中止を求めることができます。 

 

 

「書面警告」とは、どういうもの？  

「禁止命令」とは、どういうもの？  

警察ではどういった対応を執ってもらえるの？  

加害者を検挙してもらうには、どうすればいいの？ 
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＜ストーカーの援助措置＞ 

 

 

 

  ストーカー規制法では、被害者は加害者からのストーカー行為等に

よる被害を防止するため、必要な援助を申し出ることができます。 

 

（援助の内容） 

１  被害防止交渉を円滑に行うための必要な事項の連絡  

   被害者が行為者との被害防止交渉を求めている場合に、被害者に代わって、被 

害者の希望する交渉日時や場所等を連絡すること、行為者からの被害防止交渉に 

関する連絡を受けることができます。 

２  ストーカー行為等をした者の氏名及び連絡先の教示  

   民事訴訟の提起、被害防止交渉、行為者の家族等への連絡等による解決を求め 

 る被害者に対し、行為者の氏名、住所、連絡先等必要な事項を教示することができ

ます。 

３  被害防止交渉に関する事項についての助言  

   被害防止交渉を行おうとしている被害者に対し、被害防止交渉を行う際の心構え

や交渉方法等について助言することができます。 

４  被害の防止に関する活動を行っている組織の紹介  

ストーカー被害の防止活動を行っている被害者支援組織、民間ボランティア組織、 

防犯団体、県内の関係機関等の存在、活動、連絡先を教示することができます。 

５  被害防止交渉を行う場所としての警察施設の利用  

   警察署の会議室等の警察施設を提供することができます。 

６  被害の防止に資する物品の教示又は貸出し 

   防犯ブザーや緊急通報装置等の防犯機器を被害者に貸し出したり、被害防止の 

ために有効な防犯機器について教示することができます。 

７  警告、禁止命令等又は禁止命令等有効期間延長処分を実施したことを明らかに 

する書面の交付 

被害者が関係行政機関等に被害防止措置を要請する際などで、被害者であるこ 

とを明らかにすることで迅速な協力が得られるようにする趣旨から、被害者に対し、 

警告や禁止命令等を実施したことを明らかにする書面を交付することができます。 

８  被害を自ら防止するための措置の教示  

   前記１～７以外にも、住民基本台帳閲覧制限事務にかかる支援、運輸支局等が 

行う登録事項等証明書や軽自動車検査協会が行う検査記録事項等証明書の交  

付等事務にかかる支援、弁護士やカウンセラーの紹介等の措置を教示することがで 

きます。 

９  その他 

   被害者方周辺のパトロール強化等を行うことができます。 

 

 

警察による援助措置とは、どういうもの？  



7 

 

DV（配偶者からの暴力等）事案における対応 

 

 

 

配偶者暴力防止法では、婚姻関係、事実婚関係、同居の交際関係

にある者からの 

①  身体に対する暴力 

②  身体に対する暴力に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（精神的暴力や

性的暴力） 

を、配偶者からの暴力等（ＤＶ）と定義しています。 

 また、婚姻関係・事実婚関係・同居する交際関係にあったときに暴力を受け、これら 

の関係を解消した後も引き続き暴力を受ける場合も含まれます。 

 

 

   加害者（配偶者）から暴力等を受けた・・・ 

 

 

  

    

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力の制止  

加害者への指導警告  

加害者の検挙  

避難の際の援助  など 

 

カウンセリング 

自立支援  など 

 

保護命令  

支援の流れ 

警 察 

配偶者暴力相談支援センター
（愛媛県福祉総合支援センター、
愛媛県男女共同参画センター、
新居浜市配偶者暴力相談支援
センター）  

申立て 

決定  

加害者は命令に違反すると 
２年以下の拘禁刑  

又は 
２００万円以下の罰金  

P13 参照  

P13参照  

相談したい、加害者がいないところに逃げたい 加害者を引き離してほしい 

地方裁判所  

P9 参照  

配偶者からの暴力等とはどういうもの？  
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「現に配偶者から暴力を振るわれている場合」や「配偶者が暴れて

いる場合」など、緊急の場合は 110 番通報をしてください。 

警察官が現場に向かい、暴力行為の制止や加害者の指導警告、検挙等の必要な

措置を講じます。 

また、警察以外にも、配偶者暴力相談支援センター（愛媛県福祉総合支援センタ

ー、愛媛県男女共同参画センター、新居浜市配偶者暴力相談支援センター）におい

て対応しています。 

 

               

 

相談内容を基に、被害者の意思を踏まえた上で、 

〇 加害者への指導警告や検挙 

〇 防犯指導 

〇 被害の発生を防止するために必要な援助  

〇 保護命令制度の説明  

〇 関係機関への連絡や教示 

〇 ホテルなどへの一時避難にかかる公費負担  

など必要な措置を講じます。 

また、配偶者暴力相談支援センターでは、相談内容に応じて、 

〇 相談機関の紹介 

〇 医学的又は心理的なカウンセリング 

〇 被害者の自立生活促進のための情報提供や支援 

〇 保護命令の申請等にかかる情報提供や支援  

〇 保護施設への入所における一時保護措置 

などを行います。 

 

配偶者暴力防止法では、配偶者から、 

〇 身体に対する暴力  

〇 生命、身体、自由、名誉、財産に対する脅迫 

を受けた被害者が、更なる暴力等により、生命又は心身に重大な危害を受けるおそ

れが大きいときは、被害者からの申立てにより、地方裁判所が加害者（配偶者）に

対して保護命令を出すことができると規定しています。 

なお、加害者が保護命令に違反した場合は、２年以下の拘禁刑又は２００万以下

の罰金となります。 

※精神的 DV やモラルハラスメントと言われるものが、全て保護命令発令の要件
である「脅迫」に当たるわけではありません。 

「保護命令制度」とはどういうもの？ 

どのような対応をとってもらえるの？  

DV 被害はどこに相談すればいいの？ 
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①  加害者の住所又は居所  

②  被害者の住所又は居所  

③  配偶者からの身体に対する暴力又は脅迫が行われた場所 

のいずれかを管轄する地方裁判所です。 
 

  

保護命令の申立書には、配偶者暴力相談支援センターや警察などの機関に相談  

した事実を記載するか、公証人役場において公証人の面前で陳述書の記載が真実

であることを宣誓した宣誓供述書を作成し、その書面を申立書に添付します。 

  配偶者暴力相談支援センターでは、申立書の作成支援を行っていますので、こち 

らで相談することもできます。 
 

  
 
１  退去命令 

 加害者に対して、２か月間（住居の所有者または賃借人が被害者のみである場  

合には、特例により６か月間）、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去

すること、その住居の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものです。 

※  この保護命令は、単独で発せられます。 

２  接近禁止命令 

⑴   被害者への接近禁止命令  

 加害者に対して、１年間、被害者の身辺につきまとったり、被害者の住居や勤  

務先等の付近をはいかいすることを禁止する命令です。 

⑵   被害者と同居する子への接近禁止命令  

 加害者に対して、被害者への接近禁止命令の期間中、被害者と同居する未  

成年の子の身辺につきまとったり、子の住居、学校等の付近をはいかいすること 

を禁止する命令です。 

なお、申し立てる時は、子が 15 歳以上の場合、子の同意が必要です。 

⑶  被害者の親族等への接近禁止命令  

加害者に対して、被害者への接近禁止命令の期間中、被害者の親族等の身  

 辺につきまとったり、親族等の住居、勤務先等の付近をはいかいすることを禁止  

 する命令です。 

なお、申し立てる時は、親族等の同意が必要です。 

※  前記２⑴の保護命令は、単独で発せられます。 

 ※  前記２⑵と⑶については、被害者への接近禁止命令と併せて発せられるも 

ので、単独では発せられません。 

 

 

Ｑ１ 保護命令はどこに申し立てることができるの？ 

Ｑ２ 保護命令の申立てはどのように行うの？  

Ｑ３ 保護命令にはどのような種類があるの？ 
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３  電話等禁止命令 

⑴   被害者への電話等禁止命令  

   加害者に対して、被害者への接近禁止命令の期間中、次に掲げる①から⑩ 

の行為をすることを禁止する命令です。 

⑵   被害者と同居する子への電話等禁止命令  

 加害者に対して、被害者への接近禁止命令の期間中、被害者と同居する未  

   成年の子に対し、次に掲げる➁から⑩の行為を禁止する命令です（ただし、⑤ 

については、電話をかけることと FAX 送信に限る）。 

なお、申し立てる時は、子が 15 歳以上の場合、子の同意が必要です。 
 
①  面会の要求 

➁ 行動を監視していると思わせるような事項を告げたり、知り得る状態に置くこと 

➂ 著しく粗野又は乱暴な言動  

④ 無言電話、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかける、文書を送付する、 

ファクシミリ装置を用いて送信する、電子メールやＳＮＳメッセージを送信すること 

⑤ 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10 時から午前６時までの間に、電話をかける、ファ 

クシミリ装置を用いて送信する、又は電子メールや SNS メッセージを送信すること 

⑥  汚物、動物の死体その他著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付したり、知り 

得る状態に置くこと 

⑦  被害者の名誉を害する事項を告げたり、知り得る状態に置くこと 

➇ 被害者の性的羞恥心を害する事項を告げたり、知り得る状態に置き、又は、被害者の性  

的羞恥心を害する文書、図画その他の物等を送付したり、知り得る状態に置くこと 

➈ GPS 機器・紛失防止タグ等による位置情報の無承諾取得 

⑩  GPS 機器・紛失防止タグ等の取付け等  
  

  
 
配偶者からの身体に対する暴力や生命等に対する脅迫を受けた後に離婚し、引

き続き身体に対する暴力等によって、生命又は心身に重大な危害を受けるおそれが

大きいときも、保護命令を申し立てることができます。 

なお、事実婚関係や同居する交際関係を解消した場合も同様です。 
 

  
   

地方裁判所から加害者に対して保護命令が出されると、警察では 

〇  被害者等への防犯指導  

〇  加害者への指導警告  

を行い、加害者が保護命令に違反した場合は、捜査を行い検挙等の措置を講じます。  
 
子どもがいる家庭における配偶者からの暴力は、児童虐待防止法の「心理的虐

待」に該当し、子どもの心身の成長等に重大な影響を及ぼします。 

配偶者からの暴力は、暴力を受けている被害者だけではなく、家庭

にも重大な影響を及ぼすため、一人で悩まず、行為がエスカレートす

る前に関係機関に相談しましょう。 

Ｑ４ 保護命令は離婚後でも申し立てることができるの？ 

Ｑ５ 保護命令が出ると、警察ではどのような措置をとるの？ 
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＜DV の援助措置＞ 

 

 

  配偶者暴力防止法では、被害者は加害者からの暴力等による被害

を防止するため、必要な援助を申し出ることができます。 

 

（援助の内容） 

１  被害を自ら防止するための措置の教示  

避難する際、親族や友人等を通じてその居所が加害者に分かることのないように 

しておくことや、刑事事件化に備えて暴力があった日時、状況の記録や診断書の取  

得、ストーカー規制法による法的措置を執る場合に備え、電話、メール、着信履歴、 

SNS メッセージ等を保存しておくことなどの措置を教示することができます。 

２  住所等を知られないようにするための措置  

   住民基本台帳閲覧制限事務にかかる支援、運輸支局等が行う登録事項等証明

書や軽自動車検査協会が行う検査記録事項等証明書の交付等にかかる支援や、

加害者から行方不明者届が出された際の届出不受理措置、届出を受理した後に行

方不明者が DV 被害者であることが判明した場合の届出人への非通知措置などを

行うことができます。 

３  被害防止交渉に関する事項についての助言  

   被害防止交渉を行おうとしている被害者に対し、 

〇  被害防止交渉を行う際には、第三者を立ち会わせる 

〇  被害防止交渉中に暴力的言動があった場合は直ちに交渉を中止する 

〇  被害防止交渉は感情的にならず、伝えるべきことを簡潔に伝える 

などの助言を行うことができます。 

４  加害者に対する必要な事項の連絡  

加害者と被害防止交渉を行おうとしている被害者に代わり、 

〇  被害者が被害防止交渉を行うことを求めていること 

〇  被害者の希望する交渉の日時、場所等  

〇  加害者からの連絡は、被害者に代わって警察が受けること 

〇  被害防止交渉時には、被害者に対して暴力的な言動を行わないこと 

 など、被害防止交渉を行うために必要な事項を連絡することができます。 

５  被害防止交渉を行う場所としての警察施設の利用  

   被害防止交渉に当たって加害者が暴力的な言動を行った場合に直ちに警察官の 

対応が可能であることから、被害防止交渉を行う場所として警察署の会議室等の警

察施設を提供することができます。 

６  その他 

   防犯ブザーや緊急通報装置等の防犯機器を被害者に貸し出したり、一時避難時 

における荷物搬出時の立会い、被害防止のために有効な防犯機器について教示す 

ることができます。 
 

 

 

警察による援助措置とは、どういうもの？ 
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ストーカーのつきまとい等と 

      ＤＶの保護命令との比較 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  

【法第２条１項】 

１号：つきまとい、待ち伏せ、立ちちふさ

がり、見張り、押し掛け、うろつき 

２号：行動を監視していると思わせる事

項の告知等 

３号：面会、交際その他の義務のないこ

とを行うことを要求 

４号：著しく粗野又は乱暴な言動 

５号：無言電話、拒否後に連続して電話

・文書送付・ＦＡＸ・電子メール・

ＳＮＳメッセージ送信等 

６号：汚物等著しく不快又は嫌悪の情を

催させる物の送付等 

７号：名誉を害する事項の告知等 

８号：性的羞恥心を害する事項の告知又

は文書等の送付等 

【法第２条３項】 

１号：ＧＰＳ機器等による位置情報の無

承諾取得等 

２号：紛失防止タグ等による位置情報の

無承諾取得等 

３号：ＧＰＳ機器・紛失防止タグ等の取

付け等 
 

※特定の者に対する好意の感情又はそれ

が満たされなかったことに対する怨恨の

感情を充足する目的が必要 

【法第10条第１項】 

接近禁止 

【法第10条第２項】 

１号：面会要求 

２号：行動監視を思わせるような事項の

告知等 

３号：著しく粗野又は乱暴な言動 

４号：無言電話、緊急時を除く連続した

電話・文書送付・FAX・電子メー

ル・SNSメッセージ送信等 

５号：緊急時を除く夜間（22時～６時）

の電話・FAX・電子メール・SNSメ

ッセージ送信等 

６号：汚物等著しく不快又は嫌悪の情を

催させる物の送付等 

７号：名誉を害する事項の告知等 

８号：性的羞恥心を害する事項の告知等 

９号：ＧＰＳ機器等による位置情報の無

承諾取得等 

10号：紛失防止タグ等による位置情報の

無承諾取得等 

11号：ＧＰＳ機器・紛失防止タグ等の取

付け等 

 

※DV被害者が、さらなるDV被害を受ける

おそれが大きい場合に、地方裁判所への申

立てが可能 

ストーカーのつきまとい等 D V の 保 護 命 令 

●ストーカーの１号は、DV の接近禁止に当たる。 

●ストーカー２号（行動監視）、４号（著しく粗野又は乱暴な言動）、６号（汚物等の送付）、７号

（名誉を害する事項の告知）、８号（性的羞恥心を害する事項の告知）、法第２条第３項の 

（位置情報無承諾取得）については、DV と同様の解釈となる。 

●ストーカー３号は、DV と違い、「義務なきことの要求」がある。 

●ストーカー５号は、無言電話を除き、被害者が拒否していることが必要となる。 

●DV４号・５号の「連続電話、連続の文書送付や FAX 送信、電子メール、SNS メッセージ送信  

等」については、緊急やむを得ない場合においては違反とならない場合がある 

  （緊急やむを得ない場合とは、被害者の子の急病や親族の死亡等が考えられるが、離婚につ 

いての話合い要望等については該当しないと考えられる）。 
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相 談 窓 口 
一人で悩んでいませんか？ 
ストーカーやＤＶの被害は、一人で解決できるものではありません。 

まずは自分が被害者だと自覚することがスタートです。 

行為がエスカレートすると、生命や身体に大きな被害を受けるおそれがあり、あなた

だけではなく、あなたの家族や親しい関係にある人にも被害が及ぶ場合があります。 

一人で悩まず、被害が深刻になる前に警察や関係機関に相談してください。 

緊急の場合は、１１０番！！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

警察では、ストーカー・ＤＶに限らず、捜査過程における犯罪被害者の精神的・

経済的負担を軽減するため、 

    〇 被害者連絡制度による捜査状況等の連絡  

    〇 被害者支援要員制度による付添い、相談受理等の支援  

    〇 緊急通報装置の設置等による再被害の防止及び保護対策  

    〇 ホテル等一時的な避難場所の宿泊費の公費負担制度  

など、被害者の方々が利用できる様々な制度もあります。また、民間による犯罪被

害者支援団体もあり、警察と連携した活動を行っています。 

 

 

 
 

 

令和７年 12 月改訂  

配偶者暴力相談支援センター 
〇 愛媛県福祉総合支援センター ０８９－９２７－３４９０  
〇 愛媛県男女共同参画センター ０８９－９２６－１６４４  
〇 新居浜市配偶者暴力相談支援センター ０８９７－６５－１４８０  

公益社団法人 被害者支援センターえひめ 

相談電話 ０８９－９０５－０１５０  

※  状況に応じ面接相談も行います。 

月～金（祝日、年末年始を除く）  午前 10 時～午後４時まで 

● 警察本部・各警察署（代表）  
警察本部     089-934-0110     松山西警察署   089-952-0110 
【警察相談専用電話 ＃９１１０】     松山南警察署   089-958-0110 

四国中央警察署  0896-24-0110  久万高原警察署 0892-21-0110 
新居浜警察署   0897-35-0110   伊予警察署     089-982-0110 
西条警察署    0897-56-0110    大洲警察署     0893-25-1111 
西条西警察署   0898-64-0110   八幡浜警察署   0894-22-0110 
今治警察署    0898-34-0110    西予警察署     0894-62-0110 
伯方警察署    0897-72-0110    宇和島警察署   0895-22-0110 
松山東警察署   089-943-0110   愛南警察署     0895-72-0110 
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愛媛県       警察署 

              課                   係 

      担当者                   

          （内線       ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストーカーやＤＶの被害拡大を防止するため、

警察をはじめとした相談窓口があり、各機関が連

携して対応を行っています。 

一人で悩まず、まずは相談して下さい。 


